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匿名データの年次追加に係る審議手続簡素化に伴うガイドライン改正について 

 
１ 公的統計の整備に関する基本的な計画 

具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期 
匿名データの年次追加に伴う手続の簡素化について検討する。 内閣府（統計委員会）、総務省 平成 26 年度から検討する。 

 
２ スケジュール 

平成 27 年９月 統計委員会決定「統計法第 35 条第２項の規定に基づく審議手続について」 
12 月 匿名データガイドライン改正案の各府省協議 
1 月 改正 

※ 統計局において就業構造基本調査の匿名データ年次追加を検討中であり、統計委員会へ諮問される予定。 
（下記３①の条件に該当しないが、新様式を使用予定） 

 
３ 改正点のポイント 

①年次追加について、次のⅰ～ⅲが確認できた場合、前回答申から変更がないものとして統計委員会への諮問を要さないものとすること。 
ⅰ）母集団に変更がないこと  ⅱ）調査事項別の匿名化手法に変更がないこと  ⅲ）調査事項の変更が形式的であること 

②ガイドライン様式である「チェックリスト」と、統計委員会指示で作成されていた「提供項目対比表」を統合し、様式を簡素化すること。 
③匿名データの作成・提供に関する検討・実施状況を、法 55 条の統計法施行状況報告を通じて統計委員会に報告すること。 

 
４ ガイドラインの構成案 

改 正 現 行 
第６ 匿名データの匿名化処理の実施手順 
２ 統計委員会への諮問 

(1) 初めて匿名データを作成する統計調査の場合 
(2) 匿名データの作成年次を追加する場合 【上記３①の内容を追加】 
(3) その他 【上記３③の内容を追加】 

第６ 匿名データの匿名化処理の実施手順 
２ 統計委員会への諮問 
＜統計委員会の諮問資料＞ 
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５ ガイドライン様式の新旧 

改 正 現 行 
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※ 別紙様式第２号（企業調査用のチェックリスト）は省略。 
 

 
 


